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パブリックアーケオロジーに取り組む際の姿勢を「アプローチ」と呼ぶことにすると、そこには
教育的、広報的、多義的、批判的アプローチという四つのものが考えられる。
教育的アプローチは、考古学者を知識の伝達者とみなし、教育活動を通して、市民が過去、そし

て考古学という学問を考古学者と同じような視点から理解できるように導くことを目指す。
広報的アプローチは、考古学の宣伝・アピール活動を展開することによって市民が抱く考古学の

イメージを良いものにし、考古学に対してより多くの社会、経済、政治的な支援が得られるように
なることを目指す。広報活動を展開するにあたっては、印象に残る視覚情報や効果的な宣伝文の活
用、また場合によっては、キャラクター登用などのイメージ戦略をおし進めることが求められる。
多義的アプローチは、過去の人間が残した物質的痕跡がいかに多様な意味を持ちうるのかを探求

する。遺構や遺物などの考古学的資料は、適用する考古理論や方法論の違いにより、異なった過去
の解釈を許すものであり、これは言わば考古学的解釈の多様性を意味する。しかし、まったく同じ
考古学的資料は、同時に非考古学的な視点からも多様な解釈を可能とする。多義的アプローチは、
これら一つ一つの意味を吟味し、そして総合させることによって、そもそも過去の物質的痕跡が考
古学者のみならず、人々にとって何を意味しているのかということを文化人類学的に追及すること
を目指す。
そして批判的アプローチは、社会科学で言うところの批判理論（critical	 theory）に依拠し

（Calhoun	1995、Horkheimer	1995(1937)）、考古学の実践や解釈が既存の社会政治的な体制の
あり方にどのように関係・貢献しているのかを検証することを目指す。ここで問われるのは、現行
の考古学の実務や政策が社会のある特定グループの既得権益を守ることに貢献していないか、また、
現在主流となっている考古学の定説が、実は誰かにとって都合の良い／悪いものとなっていないの
か、などの問題である。
以上の四つのアプローチのいずれも、考古学をより社会的に意味のあるものにすることを最終目

的としている。また、どれか一つしか採用できないというものでもなく、現実には複数のアプロー
チが複合される場合も多い。加えて、その採用は意識的に行われるときもあれば、無意識的に行わ
れるときもある。しかし、どのアプローチが優先的に採用されているのかを見極めることによって、
そこに携わる考古学者たちが社会にどのように関わろうとしているかを大まかに理解することがで
きる。
以上を考慮したときに浮かび上がるパブリックアーケオロジーの近年の傾向がある。それは、批

判的アプローチとそれ以外の三つのアプローチとの間の「差」が広がりつつあることである。
2010 年頃までは、パブリックアーケオロジーの議論における最も顕著な「差」は、教育的・

広報的アプローチのグループと、多義的・批判的アプローチのグループとの間に見られた。事
実、2000 年頃以降のパブリックアーケオロジーの議論を大いに盛り立てたのは、教育的・広報的
アプローチの支持者と多義的・批判的アプローチの支持者たちとの間の議論である。概して言え
ば、前者はより実践主導的、現実対応的で、逆に後者はより理論主導的、変革志向的であった（図
5-01）。つまり、教育的・広報的アプローチを支持する者は、現行の考古学の枠組み・体制を維持
しながら、その中で可能なかぎり考古学と社会との関係を実践を通して改善しようとする傾向が強
かったのに対し、多義的・批判的アプローチを支持する者は、既存の考古学の営まれ方そのものを
議論を通して社会的に変革しようとする傾向が強かった。
明らかに志向性が異なる両者間では、激しい議論が繰り広げられた（図 5-03）。教育的・広報

的アプローチを採用する者は、多義的・批判的アプローチを、考古学の本質とかけ離れている、非
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科学的であると批判し（Fagan	and	Feder	2006、McManamon	2000a,	2000b）、後者を採用する者は前者を、考古学
と一般市民との間に一方向のコミュニケーションしか認めない、権威主義的な考え方であると批判したのである（Bender	
1998、Faulkner	2000、Holtorf	2000,	2005、McDavid	2004）。
しかし、2010 年を過ぎた頃から、この議論はパブリックアーケオロジー研究の中では一区切りをつけた観がある。お互

いの主張が十分に出し尽くされたので、パブリックアーケオロジーとしての次の一手を探りだした、と言ってもよいかもし
れない。
ここで新たに見られつつある状況が、教育的・広報的アプローチと多義的アプローチとの融合である。これは、ある意味

で理にかなった融合だと言える。社会の多種多様な構成要員たちの立場や考え方を十全に理解することは、考古学に関する
教育と広報の効果を高めることにつながりうるからである。もちろんこれは、従来よりも「妥協した」教育・広報活動を行
うこと、すなわち、考古学のために教育・広報活動を行うという姿勢から、より多様な社会集団のために考古学の教育・広
報活動を行う、という姿勢への変化を意味する。しかし、そうすることによって、考古学の社会的有用性が強調されるわけ
であるから、長期的には考古学を利する変化だとも言える。
このことを反映するかのように、近年のパブリックアーケオロジーの議論で強調されるようになったキーワードは、対

話（dialogue）、共同（collaboration）、共有（sharing）である。まちづくり、地域活性、観光、アートなど、かつては考
古学とは関係ないと目された分野の活動を行う者たちと連携していくことがさかんに強調されるようになった（Jameson	
2014、Stone	and	Hui	2014）。
筆者自身、この流れを大いに歓迎する者である。しかし、その根底に静かに流れている新自由主義に対しての批判的な議

論がほとんど出てきていないことには、少し危機感を抱いている。と言うのも、考古学と異分野との対話、共同、共有が促
進される要因の一つとして、社会全体における市場主義経済の考え方の徹底的な浸透、そして考古学の経済的持続可能性へ
の意識強化が働いているように思えるからである（Public	Archaeology	2014）**。たしかに、考古学が現代社会により
多くのパートナーをもつことによって、考古学の意義がより社会的に認知され、考古学に対しての経済的支援もより充足す
るであろう。しかし、どのようなパートナーを、どのような条件で求めるかについての注意深い議論は、いまだに出てきて
いないように思われる。そして、この議論が欠如している現在、資金確保が第一義的な目的となって対話、共同、共有が推
進される事例も少なからず出てきているように思われる。
以上のことを踏まえると、2010 年以降のパブリックアーケオロジーにおける最新の傾向は、教育的・広報的アプロー

チと多義的アプローチとの融合、そして、その裏返しとしての批判的アプローチの相対的後退にあると言えるだろう（図
5-02）。20 世紀末にポストプロセス考古学の論客たちが行ったような考古学の政治性に対しての批判的な意見表明（Kohl	

図 5-01　2010 年頃以前までのパブリックアーケオロジーの中の最大の「差」

図 5-02　2010 年を過ぎた頃から新たに広がりつつある「差」　事業の種類




